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審決 

 

不服２０１７－１３１２３ 

 

 東京都港区新橋５丁目１１番３号 

 請求人 住友金属鉱山株式会社 

 

 （省略） 

 代理人弁理士 伊東 忠重 

 

 （省略） 

 代理人弁理士 伊東 忠彦 

 

 

 特願２０１３－１８８０２１「攪拌装置」拒絶査定不服審判事件〔平成２７

年３月２３日出願公開、特開２０１５－５４２７２〕について、次のとおり審

決する。 

 

 結論 

 本件審判の請求は、成り立たない。 

 

 理由 

第１．手続の経緯 

  

 本願は、平成２５年９月１１日の出願であって、原審にて平成２９年５月３

１日付けの拒絶査定がされ、この査定を不服とする同年９月５日付けの本件審

判の請求と同時に手続補正がされ、これに対し、当審にて平成３０年６月２６

日付けの拒絶理由を通知したところ、同年８月３１日付けの意見書の提出と共

に手続補正がされたものである。 

  

第２．本願発明 

  

 本願の請求項１に係る発明（以下、「本願発明」という。）は、平成３０年

８月３１日付けの手続補正により補正された特許請求の範囲の請求項１に記載

された次の事項により特定されている。 

  

【請求項１】 

 原料とガスとを混合して攪拌する攪拌装置であって、 

 円筒状の攪拌槽と、 

 前記攪拌槽の中心軸に沿って回転可能に設けられる回転軸と、 

 前記回転軸に設けられる複数の主攪拌翼と、 

 前記回転軸の前記攪拌槽の底面側端部に設けられる最下段攪拌翼と、 

 前記ガスを前記攪拌槽に供給するガス供給管と、 
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 前記攪拌槽の最上部に設けられた出口と、を有し、 

 前記主攪拌翼は軸流型であり、前記最下段攪拌翼はディスクタービン型であ

り、 

 前記攪拌槽は、中心軸方向の高さＨと、前記中心軸方向に直交する断面にお

ける直径Ｄとの比（Ｈ／Ｄ）が、１．２５以上１．５以下であり、 

 前記複数の主攪拌翼の翼径ｄと、前記攪拌槽の直径Ｄとの比（ｄ／Ｄ）が、

０．２以上０．２２以下であり、 

 前記中心軸方向における前記複数の主攪拌翼及び前記最下段攪拌翼の設置間

隔ｈと、前記攪拌槽の直径Ｄとの比（ｈ／Ｄ）が、０．３３以上０．３８以下

であり、 

 前記ガス供給管のガス供給口は、前記中心軸方向において、前記攪拌槽の底

面と前記最下段攪拌翼との間に設けられていることを特徴とする攪拌装置。 

  

第３．当審拒絶の理由 

  

 当審にて通知した拒絶の理由は、 

「本願は、発明の詳細な説明の記載が、特許法第３６条第４項第１号に規定す

る要件を満たしていない。」 

（以下、「実施可能要件・委任省令要件違反」という。）、及び、 

「本願は、特許請求の範囲の記載が、特許法第３６条第６項第１項または第２

号に規定する要件を満たしていない。」 

（以下、「サポート要件・明確性要件違反」という。）」というものである。 

 上記理由で指摘した記載不備の具体的な内容については、「第４」，「第５」

にて後述する。 

  

第４．実施可能要件・委任省令要件違反について 

 

１．発明の詳細な説明の記載 

 

 本願明細書及び図面には、本願発明の実施例及びその作用効果について次の

とおり記載されている。 

 

【００２３】 

 次に、図１及び図２に例示した攪拌装置１００の構成において、以下の実施

例及び比較例に示す条件で汎用熱流体解析ソフトを用いてシミュレーションを

行った結果について説明する。 

 

【図１】                【図２】 
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【００２４】 

 （実施例１） 

 攪拌槽１０の高さＨ：４０００ｍｍ 

 攪拌槽１０の直径Ｄ：３２００ｍｍ 

 主攪拌翼３０ａ，３０ｂの間隔ｈ：１２００ｍｍ 

 主攪拌翼３０ａ，３０ｂの翼径ｄ１：７００ｍｍ 

 最下段攪拌翼４０の翼径ｄ２：１１００ｍｍ 

 回転軸の回転数：２２０ｒｐｍ 

 原料密度：１３００ｋｇ／ｍ３ 

 原料流入量：５１３Ｌ／ｍｉｎ 

 ガス密度：１６００ｋｇ／ｍ３ 

 ガス流入量：０．７８ｔ／ｈ 

 攪拌槽１０の高さＨと直径Ｄとの比（Ｈ／Ｄ）は、１．２５である。主攪拌

翼３０ａ，３０ｂの翼径ｄ１と攪拌槽１０の直径Ｄとの比（ｄ／Ｄ）は、０．

２１８７５である。また、主攪拌翼３０ａ，３０ｂの間隔ｈと攪拌槽１０の直

径Ｄとの比（ｈ／Ｄ）は、０．３７５である。 

【００２５】 

 図３に、実施例１におけるシミュレーション結果を示す。図３（ａ）は、攪

拌装置１００の全体の流れ場、図３（ｂ）は、主攪拌翼３０ａ，３０ｂ間の流

れ場のシミュレーション結果である。 

 

【図３】 
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【００２６】 

 図３に示す様に、攪拌槽１０内では、主攪拌翼３０ａ，３０ｂ間の流れが下

降流でつながり（図３（ｂ））、攪拌槽１０の側壁に沿って上昇する循環流が

形成されている（図３（ａ））。したがって、攪拌装置１００は、上記した実

施例１の条件において、原料とガスとを均一に攪拌混合することが可能である。 

 

【００３９】 

 上記した実施例１及び比較例１～３のシミュレーションに用いた各パラメー

タ、シミュレーション結果から求められるガス均一度及び回転軸２０を回転さ

せるのに必要な動力を以下の表１に示す。 

【００４０】 

 

【表１】 

 

 上記表１におけるガス均一度は、シミュレーションにより求められる攪拌槽

１０内のガスの濃度分布に基づいて、以下の式（１）によって求められる値で
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ある。 

【００４１】 

 ガス均一度（％）＝（ガスの平均濃度±０．５％以内の領域）／攪拌槽の体

積×１００・・・（１） 

 ガス均一度は、上式（１）に示す様に、攪拌槽１０においてガスの平均濃度

±０．５％以内になる領域の割合であり、攪拌槽１０においてガスが攪拌され

て均一に分散されている度合を示す値である。 

【００４２】 

 表１に示す様に、実施例１では、ガス均一度が高く、大きな動力を必要とし

ない。すなわち、効率良く均一に攪拌できることが分かる。これに対して、比

較例１ではガス均一度が低く、均一に攪拌混合されにくいことが示されている。

また、比較例２では、ガス均一度は高いが、大きな動力が必要となるため、こ

の様な構成では攪拌効率が低下する虞がある。比較例３では、図６にも示した

様に攪拌槽１０内で十分な循環流が形成されないため、ガス均一度がやや低く、

良好な攪拌性能を得ることは難しい。この様に、実施例１に係る攪拌装置１０

０では、攪拌翼の間隔ｈ、主攪拌翼３０の翼径ｄ１等が最適化され、良好な攪

拌性能が得られることが分かる。 

【００４３】 

 以上で説明した様に、本実施形態に係る攪拌装置１００によれば、攪拌槽１

０が縦長形状であっても、攪拌槽１０の直径Ｄに対する主攪拌翼３０ａ，３０

ｂの翼径ｄ１、攪拌翼の間隔ｈ等を最適な条件に設定することで、攪拌能力が

向上して目標とする混合状態を得ることが可能になる。 

【００４４】 

 以上、実施形態に係る攪拌装置について説明したが、本発明は上記実施形態

に限定されるものではなく、本発明の範囲内で種々の変形及び改良が可能であ

る。 

 

２．実施可能要件違反について 

 

（１）本願明細書には、現実の攪拌装置を用いた本願発明の具体例の記載はな

く、図１，２に模式的に記載された攪拌装置によるシミュレーション結果が、

図３及び表１に実施例として記載されているにすぎない。 

 そこで当該実施例の記載が、当業者にとってシミュレーションをすることが

可能なものであるかについて検討するに、本願明細書の【００２４】と【表１】

には、各攪拌翼の翼径と回転数が記載され、また、【図２】から各攪拌翼の枚

数が６枚であることが読み取れるものの、これだけでは、各攪拌翼の攪拌能力

（例えば、１回転当たりの被攪拌物の送出量）を設定することができない。 

 なぜならば、攪拌翼の翼径や枚数が同じでも攪拌翼の形状によって攪拌能力

は変わるからである。そして、攪拌翼の攪拌能力が設定できなければ、攪拌状

態のシミュレーションができないことは明らかである。 

 したがって、本願の発明の詳細な説明の記載は、必要なデータが開示されて

いないことから、当業者が本願発明のシミュレーションをすることができる程



 6 / 8 

 

度に明確かつ十分に記載されたものとはいえない。 

 

 これに関し請求人は意見書で、先行技術文献（特開２００６－８７９９８号

公報）を挙げ、攪拌能力の開示は不要である旨主張している。 

 しかしながら、当該先行技術文献には、攪拌対象物の吐出流量について、攪

拌翼の軸長方向における実効面積（Ａ）と、該実効面積における攪拌翼の最外

半径（ｒ）の三乗との積に比例することが記載されており（【００１４】）、

さらに当該吐出流量（Ａ×ｒ３）の比と被攪拌物のレイノルズ数（粘度）を開

示した上で、攪拌特性の実験結果が示されている（【図３】～【図８】）から、

上記先行技術文献は、攪拌の実験に際し、むしろ攪拌能力（吐出流量）の開示

が必要なことを示すものといえる。 

 したがって、上記主張は採用できない。 

 

（２）次に、本願明細書の【００２４】には、上記実施例のシミュレーション

において、原料密度を１３００ｋｇ／ｍ３、ガス密度を１６００ｋｇ／ｍ３に

設定したと記載されており、これは、水（１０００ｋｇ／ｍ３）より重いガス

を、ガスより軽い原料と混合したものと認められるが、そのようなガス及び原

料は当業者に自明なものとはいえない。 

 したがって、本願の発明の詳細な説明の記載は、仮にシミュレーションがで

きるとしても、現実の攪拌装置において当業者が本願発明の実施をすることが

できる程度に明確かつ十分に記載されたものとはいえない。 

 

 これに関し請求人は意見書で、上記実施例のガスは加圧した塩素であり、原

料はニッケルの硫化物を含んだスラリーであって、液体にガスを吹き込むため

に加圧することは当業者の技術常識である旨主張している。 

 しかしながら、ガスの加圧が自明であるとしても、その密度が液体の密度よ

り大きくなることは技術常識ではないし、そもそも、塩素は、液体になっても

その比重が１．５５７（１５５７ｋｇ／ｍ３）にすぎない。 

 したがって、上記主張によっては本拒絶理由は解消しない。 

 

３．委任省令要件違反について 

 

 「２．（１）（２）」で指摘したとおり、本願明細書に記載された実施例は、

当業者にとって、どのような攪拌翼、ガス及び原料を使用したのかを理解する

ことができないものであるから、本願明細書の図３や表１に開示された実施例

の作用効果をもって、当業者が本願発明の技術的意義を理解することができる

とはいえない。 

 

第５．サポート要件・明確性要件違反について 

 

１．明確性要件違反について 

 

 「第４．２．（２）」で指摘したとおり、発明の詳細な説明には、請求項１
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に記載された「ガス」について、技術常識に反する説明が記載されている。 

 したがって、本願発明は明確であるとはいえない。 

 

２．サポート要件違反について 

 

 本願明細書の【０００５】には、本願発明の解決しようとする課題が、バッ

フルを有する攪拌装置における滞留や攪拌能力の低下にあることが記載されて

いる。 

 これに対し、本願明細書には、図１，２に記載されたバッフルを有しない攪

拌装置を用いた実施例において、図３に滞留が生じないこと、表１に攪拌能力

が向上（ガス均一度の向上、動力の低減）することが開示されている。 

 しかしながら、「第４．３．」で指摘したとおり、上記実施例の攪拌装置は、

その詳細が不明なものであるから、当業者が、当該実施例が奏する作用効果に

より、本願発明を上記課題を解決できる発明であると認識することはできない。

さらに、「１．」で指摘したように、上記実施例における「ガス」が、技術常

識に照らし、通常、ガスとはいえないものであるから、当該実施例は、そもそ

も本願発明を裏付けるものではないと解される。 

 したがって、本願発明は、発明の詳細な説明に記載された発明であるとはい

えない。 

 

第６．むすび 

  

 以上のとおり、本願は、発明の詳細な説明の記載が、特許法第３６条第４項

第１号に規定する要件を満たしておらず、また、特許請求の範囲の記載が、特

許法第３６条第６項第１号又は第２号に規定する要件を満たしていない。 

 したがって、本願は、当審拒絶の理由により拒絶すべきものである。 

 よって、結論のとおり審決する。 

 

  平成３０年１１月２７日 

 

審判長 特許庁審判官 豊永 茂弘 

特許庁審判官 大橋 賢一 

特許庁審判官 橋本 憲一郎 

 

 

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示） 

 この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（附

加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被告と

して、提起することができます。 

 

 

〔審決分類〕Ｐ１８．５３６－ＷＺ（Ｂ０１Ｆ） 

５３７ 
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審判長 特許庁審判官 豊永 茂弘 8418 

特許庁審判官 橋本 憲一郎 3031 

特許庁審判官 大橋 賢一 8825 


